平成２６年度事業計画
自　平成２６年　４月　１日

至　平成２７年　３月３１日
公益社団法人全国調理職業訓練協会

平成２６年４月現在、本協会は全国に５５会員を擁し、また、４月１日より公益社団法人全国調理職業訓練協会として認定を受け、従来の活動以上に社会的責任を果たすべく一層の公益活動の強化に努める。具体的には介護食士事業実施体制を拡充・深化させ、公益事業の推進に努める。

【Ⅰ】基本方針

　１．会員相互の連携強化

　２．会議の開催

　３．協会事業の推進

４．協会各種教育訓練事業の啓蒙と実地指導

　５．教育訓練事業に携わる者の研修

　６．教育訓練事業に関する教材及び広報誌の刊行及び頒布

　７．教育訓練事業に関する教材の研究・調査及び普及宣伝
　８．関係行政機関及び関係諸団体との連絡、情報の交換
　９．協会事業等への貢献者に対する表彰
　１０．調理技術技能評価試験に係る業務協力
【Ⅱ】事業内容
　１．会員相互の連携強化

　（１）会員相互の情報の提供と資料の収集に努める

　（２）会員相互の連携と親睦の強化を図る

　２．会議の開催

　（１）理事会　　　　　４回（４月、臨時３）

　（２）総会　　　　　　１回（６月）
　（３）三役会　　　　　４回
　（４）常務理事会　　　４回
　３．協会事業の推進

　　（１）公益事業

　「介護食士」の資格認定　　　　　　　　　　　　　　　（３級・２級・１級）

　（２）収益事業

①「カフェクリエーター」の資格認定　　　　　　　　　  （３級・２級・１級）

　　　　②「ラッピングクリエーター」の資格認定　　　（３級・２級・１級・指導者他）

③「Ｃ＆Ｂコーディネーター」の資格認定　　　　　　　　　　　（３級・２級）

　４．協会各種教育訓練事業の啓蒙と実地訓練

　（１）各教育訓練事業の啓蒙と実地訓練
　（２）「介護食士」教育訓練事業における統一試験の実施方法の研究・確立
　（３）教育訓練事業に係る事業拡大の推進
　５．教育訓練事業に携わる者の研修
　（１）教育訓練事業の指導者研修（夏季に開催）
　（２）協会会員校教職員の研修　（夏季に開催）
　（３）教育訓練事業修了者の向上研修
　６．教材及び広報誌の刊行及び頒布
　（１）各教育訓練事業に係る教材の刊行
　（２）広報誌の発行　　（年２回）
　７．教育訓練事業に関する教材についての研究・調査及び普及宣伝
　８．関係行政機関及び関係諸団体との連携、情報の交換

　（１）情報の交換
　（２）施設及び業務の視察
　９．協会事業等への貢献者に対する表彰

　（１）団体に対して表彰を行う
　（２）個人に対して表彰を行う
１０．調理技術技能評価試験に係る業務協力
　（１）調理技術技能評価試験に係る技術的指導
　　　　（試験問題及び試験評価要領の作成）
　（２）中央試験委員及び地方試験委員の派遣

　　　　（実技試験の実施・採点）

　（３）調理技術技能評価試験への受験勧奨

　（４）学科試験免除の「調理師熟練者講習」の実施

